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開発許可申請等の手続要綱新旧対照表

新 旧

第１条～第２５条 (略) 第１条～第２５条 (略)

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

（別表１） (略) （別表１） (略)

（別表２） （別表２）

開発許可申請添付図書一覧 開発許可申請添付図書一覧

Ａ 自己用住宅 Ａ 自己用住宅

Ｂ 自己業務用（建築物等） Ｂ 自己業務用（建築物等）

Ｃ その他の建築物等 Ｃ その他の建築物等

〈書 面〉 〈書 面〉

(※印は様式の定められているもの） (※印は様式の定められているもの）

△は１ha以上適用あり △は１ha以上適用あり

添付 図書の名称 法 令 明示すべき事項 注 意 事 項 Ａ Ｂ Ｃ 添付 図書の名称 法 令 明示すべき事項 注 意 事 項 Ａ Ｂ Ｃ

順序 順序

１～ (略) (略) (略) (略) ( ( ( １～ (略) (略) (略) (略) ( ( (

３ 略 略 略 ３ 略 略 略

) ) ) ) ) )

開発行為同意書 規則‐17‐1‐ ①開発区域を朱線で明 ・備付法務局名、方位、 開発行為同意書 規則‐17‐1‐ ①開発区域を朱線で明 ・備付法務局名、方位、

①公図の写 (3) 示すること 縮尺、転写月日を明記 ①公図の写 (3) 示すること 縮尺、転写月日を明記

②土地の登記事 ②権利の種別 し転写者が記名 す ②土地の登記事 ②権利の種別 し転写者が記名捺印す

項証明書 （所有権、地上権、地 ること 項証明書 （所有権、地上権、地 ること

③同意書（※） 役権、抵当権、賃貸 ・開発区域若しくは開発 ③同意書（※） 役権、抵当権、賃貸 ・開発区域若しくは開発

４ 権等） 行為に関する工事をし ○ ○ ○ ４ 権等） 行為に関する工事をし ○ ○ ○

ようとする土地又は建 ようとする土地又は建

築物等につき権利を有 築物等につき権利を有

する者の同意を得るこ する者の同意を得るこ

と と

・同意者の印鑑証明書を ・同意者の印鑑証明書を

添付すること 添付すること

５～ (略) (略) (略) (略) ( ( ( ５～ (略) (略) (略) (略) ( ( (

10 略 略 略 10 略 略 略

) ) ) ) ) )
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〈図 面 等〉～開発許可等に係る様式一覧 (略) 〈図 面 等〉～開発許可等に係る様式一覧 (略)

様式１ 様式１

年 月 日 年 月 日

福 島 県 知 事 福 島 県 知 事

（福島県 建設事務所長） （福島県 建設事務所長）

住所 住所

氏名 氏名

市街化調整区域内における開発行為等事前協議書 市街化調整区域内における開発行為等事前協議書

都市計画法の規定による開発行為等について同法第34条第14号（同法施行令第36条第１項第３号ホ）の規定 都市計画法の規定による開発行為等について同法第34条第14号（同法施行令第36条第１項第３号ホ）の規定

に該当するものであるかあらかじめ協議します。 に該当するものであるかあらかじめ協議します。

記 記

１～５ (略) １～５ (略)

（添付図書） (略) （添付図書） (略)

（注） 協議者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 （注）１．協議者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２．協議者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省

略することができる。

様式２ 様式２

（表面） （表面）

開 発 許 可 申 請 書 開 発 許 可 申 請 書

都市計画法第29条第１項（第２項）の規定により、開発行為の許可 ※手数料欄 都市計画法第29条第１項（第２項）の規定により、開発行為の許可 ※手数料欄

を申請します。 を申請します。 (裏面に貼付）

(裏面に貼付）

（許可権者名） （許可権者名）

※市町村収受欄 ※市町村収受欄

年 月 日 年 月 日

住 所 住 所

許可申請者 許可申請者

氏 名 氏 名
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開 発 行 為 に 含 ま れ る 開 発 行 為 に 含 ま れ る
１． １．

地 域 の 名 称 地 域 の 名 称

開 ２．開 発 区 域 の 地 目 、 面 積 地目 ㎡ 開 ２．開 発 区 域 の 地 目 、 面 積 地目 ㎡

発 ３．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡ 発 ３．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡

行 ４．工 事 施 行 者 の 住 所 氏 名 行 ４．工 事 施 行 者 の 住 所 氏 名

為 ５．工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日 為 ５．工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

の ６．工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日 の ６．工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

自己の居住又は業務の用 自己の居住又は業務の用
概 ７． 自己用（居住・業務） その他 概 ７． 自己用（居住・業務） その他

に供するものか否かの別 に供するものか否かの別

法 第 3 4 条 の 該 当 号 法 第 3 4 条 の 該 当 号
要 ８． 要 ８．

及 び 該 当 す る 理 由 及 び 該 当 す る 理 由

９．そ の 他 必 要 な 事 項 ９．そ の 他 必 要 な 事 項

申請代理者 住所･氏名 申請代理者 住所 ･氏名

電 話 電 話

Tel Tel

（注）１．許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏 （注）１．許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏

名を記載すること。 名を記載すること。

２．許可申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印

を省略することができる。

２．※印欄は記載しないこと。 ３．※印欄は記載しないこと。

３．｢第34条の該当号及び該当する理由」の欄は申請にかかる開発行為が市街化調整区域において行わ ４．｢第34条の該当号及び該当する理由」の欄は申請にかかる開発行為が市街化調整区域において行わ

れる場合に記載すること。 れる場合に記載すること。

４．｢その他必要な事項」欄には、開発行為を行うことについて、農地法、その他の法令による許可認 ５．｢その他必要な事項」欄には、開発行為を行うことについて、農地法、その他の法令による許可認

可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。

（裏面） (略) （裏面） (略)

様式２の２ 様式２の２



- 4 -

開 発 行 為 協 議 書 開 発 行 為 協 議 書

都市計画法第34条の２第１項の規定により、開発行為の協議をしま ※建設事務所収受欄 都市計画法第34条の２第１項の規定により、開発行為の協議をしま ※建設事務所収受欄

す。 す。

建設事務所長 建設事務所長

年 月 日 年 月 日

住 所 住 所

協議者 協議者

氏 名 氏 名

開 発 行 為 に 含 ま れ る 開 発 行 為 に 含 ま れ る
１． １．

地 域 の 名 称 地 域 の 名 称

開 ２．開 発 区 域 の 地 目 、 面 積 地目 ㎡ 開 ２．開 発 区 域 の 地 目 、 面 積 地目 ㎡

発 ３．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡ 発 ３．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡

行 ４．工 事 施 行 者 の 住 所 氏 名 行 ４．工 事 施 行 者 の 住 所 氏 名

為 ５．工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日 為 ５．工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

の ６．工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日 の ６．工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

自己の居住又は業務の用 自己の居住又は業務の用
概 ７． 自己用（居住・業務） その他 概 ７． 自己用（居住・業務） その他

に供するものか否かの別 に供するものか否かの別

法 第 3 4 条 の 該 当 号 法 第 3 4 条 の 該 当 号
要 ８． 要 ８．

及 び 該 当 す る 理 由 及 び 該 当 す る 理 由

９．そ の 他 必 要 な 事 項 ９．そ の 他 必 要 な 事 項

（注）１．協議者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を （注）１．協議者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を

記載すること。 記載すること。

２．協議者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省
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略することができる。

２．※印欄は記載しないこと。 ３．※印欄は記載しないこと。

３．「工事施工者の住所氏名」の欄は事業者が決定していない場合はその理由を記載すること。 ４．「工事施工者の住所氏名」の欄は事業者が決定していない場合はその理由を記載すること。

４．｢第34条の該当号及び該当する理由」の欄は申請にかかる開発行為が市街化調整区域において行わ ５．｢第34条の該当号及び該当する理由」の欄は申請にかかる開発行為が市街化調整区域において行わ

れる場合に記載すること。 れる場合に記載すること。

５．｢その他必要な事項」欄には、開発行為を行うことについて、農地法、その他の法令による許可認 ６．｢その他必要な事項」欄には、開発行為を行うことについて、農地法、その他の法令による許可認

可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。

様式３～様式５ (略) 様式３～様式５ (略)

様式６ 様式６

設計者の資格に関する申告書 設計者の資格に関する申告書

設 計 者 の 氏 名
施行規則

設 計 者 の 氏 名
施行規則

第１号イ、ロ、ハ、ニ、 第１号イ、ロ、ハ、ニ、

および生年月日 年 月 日生 第 1 9 条 ホ、ヘ、ト および生年月日 年 月 日生 第 1 9 条 ホ、ヘ、ト

現 住 所
の該当号

第２号 現 住 所
の該当号

第２号

勤務先の所在地 勤務先の所在地

及 び 名 称 電話 及 び 名 称 電話

年 月 日 卒業・中退 年 月 日 卒業・中退

最 終 学 歴 最 終 学 歴

学校名 学科名 修業年数 学校名 学科名 修業年数

名 称 (イ）一般建築士 (ロ） 技術士 (ハ） 名 称 (イ）一般建築士 (ロ） 技術士 (ハ）

( )部門 ( )部門

資 格 免 許 等 登録番号等 第 号 資 格 免 許 等 登録番号等 第 号

第 号 第 号

取得年月日 年 月 日 年 月 日 取得年月日 年 月 日 年 月 日

宅実
工事及び実務の内容 実務に従事した期間 期間合計

宅実
工事及び実務の内容 実務に従事した期間 期間合計

地 地

開務 年 月から 開務 年 月から

発 年 月まで （ 年 月） 発 年 月まで （ 年 月）

に経 年 月から に経 年 月から

関 年 月まで （ 年 月） 年 月 関 年 月まで （ 年 月） 年 月

す歴 年 月から す歴 年 月から

る 年 月まで （ 年 月） る 年 月まで （ 年 月）

二開す従 事業主名及び工事の名称 場 所 面 積 時 期 職務の内容 二開す従 事業主名及び工事の名称 場 所 面 積 時 期 職務の内容

十発る事 ha 十発る事 ha

ha行設歴 ha行設歴

以為計 以為計

上に実 上に実

の関務 の関務
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その他必要な事項 その他必要な事項

（許可権者名） （許可権者名）

上記のとおり相違ありません。 年 月 日 上記のとおり相違ありません。 年 月 日

※ 審 査 申告者氏名 ※ 審 査 申告者氏名

(適 ･ 否） (適 ･ 否）

（注） （注）１．申告者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができる。

１．※印欄は記入しないこと。 ２．※印欄は記入しないこと。

２．この申告書は面積１ha未満は不要。 ３．この申告書は面積１ha未満は不要。

３．卒業証明書又は免許等の写しを添付すること。 ４．卒業証明書又は免許等の写しを添付すること。

様式７ 様式７

申 請 者 の 資 力 信 用 調 書 申 請 者 の 資 力 信 用 調 書

下記のとおり相違ありません。 下記のとおり相違ありません。

年 月 日 年 月 日

住所 住所

申請者 申請者

氏名 氏名

設 立 年 月 日 資本金 千円 設 立 年 月 日 資本金 千円

概 法令による許可等 概 法令による許可等

従 業 員 数 人(うち土木建築関係技術者 人） 従 業 員 数 人(うち土木建築関係技術者 人）

前 年 度 事 業 量 千円 資産総額 千円 前 年 度 事 業 量 千円 資産総額 千円

要 前 年 度 納 税 額 法人税又は所得税 千円、事業税 千円 要 前 年 度 納 税 額 法人税又は所得税 千円、事業税 千円

主たる取引金融機関 主たる取引金融機関

工 事 管 理 者 住 所 氏 名 工 事 管 理 者 住 所 氏 名

役 職 名 氏 名 年 令 在社年数 資格､免許､学歴､その他 役 職 名 氏 名 年 令 在社年数 資格､免許､学歴､その他

員 員

略 略

歴 歴

着工 着工

工 事 名 工事施行者名 工事施行場所 施行面積 年 月 工 事 名 工事施行者名 工事施行場所 施行面積 年 月

宅 完了 宅 完了

地 ㎡ 地 ㎡

造 造

成 成
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経 経

歴 歴

（注）１．申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 （注）１．申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２．申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省

略することができる。

２．法令による許可等欄は、宅地建物取引業法による免許、建設業法による建設業許可等について記入 ３．法令による許可等欄は、宅地建物取引業法による免許、建設業法による建設業許可等について記入

すること。 すること。

３．法人税又は所得税の納税証明書、法人の登記事項証明書を添付すること。 ４．法人税又は所得税の納税証明書、法人の登記事項証明書を添付すること。

様式８ 様式８

工 事 施 行 者 の 工 事 能 力 調 書 工 事 施 行 者 の 工 事 能 力 調 書

下記のとおり相違ありません。 下記のとおり相違ありません。

年 月 日 年 月 日

住所 住所

施行者 施行者

氏名 氏名

開発行為者住所氏名 開発行為者住所氏名

法令による 設 立 年 月 日 法令による 設 立 年 月 日

資 本 金 資 本 金

許 可 等 主たる取引金融機関 許 可 等 主たる取引金融機関

建設業法26条による 建設業法26条による

主任技術者住所氏名 主任技術者住所氏名

従 事 務 技 術 労 務 計 前納 法人税又は所得税 事業税 従 事 務 技 術 労 務 計 前納 法人税又は所得税 事業税

業 人 人 人 人 年税 業 人 人 人 人 年税

者 度額 者 度額

数 数

技 職 名 氏 名 年 令 在社年数 資格､免許､学歴､その他 技 職 名 氏 名 年 令 在社年数 資格､免許､学歴､その他

術 術

者 者

略 略

歴 歴

宅
注文主名 元請、下請の別 工 事 施 行 場 所 面 積 完成年月日

宅
注文主名 元請、下請の別 工 事 施 行 場 所 面 積 完成年月日

地 地

造 ㎡ 造 ㎡

成 成

工 工

事 事

施 施

行 行

経 経
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歴 歴

（注）１．施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 （注）１．施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２．施行者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を

省略することができる。

２．施工者の登記事項証明書（法人の場合）及び建設業許可証明書又は建設業許可書の写しを添付す ３．施工者の登記事項証明書（法人の場合）及び建設業許可証明書又は建設業許可書の写しを添付す

ること。 ること。

３．法令による許可等については、建設業法による建設業者許可について記入すること。 ４．法令による許可等については、建設業法による建設業者許可について記入すること。

様式９～様式10 (略) 様式９～様式10 (略)

様式11 様式11

分 家 に 関 す る 申 立 書 分 家 に 関 す る 申 立 書

土 地 贈 与 承 諾 書 土 地 贈 与 承 諾 書

申 請 地 の 申 請 地 の
所 在・地 番 所 在・地 番

地 目 地 積 ㎡ 地 目 地 積 ㎡

贈 申請者の 贈 申請者の

与 住 所 申 請 者 与 住 所 申 請 者

者 氏 名 と の 続 柄 者 氏 名 と の 続 柄

現在の住宅事情 現在の住宅事情

と 新 築 の 理 由 と 新 築 の 理 由

申請時と転居後の 申請時 世帯員数 人 申請時と転居後の 申請時 世帯員数 人

職 業 ､ 勤 務 地 職 業 ､ 勤 務 地

及 び 世 帯 員 数 転居後 世帯員数 人 及 び 世 帯 員 数 転居後 世帯員数 人

居住予定年月日 平成 年 月 日 の予定 居住予定年月日 平成 年 月 日 の予定

申請者の土地を下記の者に分家住宅用地として贈与することを承諾します。 申請者の土地を下記の者に分家住宅用地として贈与することを承諾します。

年 月 日 年 月 日

住所 住所

土地贈与者 土地贈与者

氏名 氏名

以上のとおり相違ありません。 以上のとおり相違ありません。

年 月 日 年 月 日

住所 住所

申 請 者 申 請 者
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氏名 氏名

＊ その他の添付書類 ＊ その他の添付書類

①戸籍謄本 ①戸籍謄本

②自己の住宅を所有していないことを証する書類 ②自己の住宅を所有していないことを証する書類

（借家証明等） （借家証明等）

（注） 申請者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができる。

様式12～様式14 (略) 様式12～様式14 (略)

様式15 様式15

工 事 着 手 届 出 書 工 事 着 手 届 出 書

年 月 日 年 月 日

建設事務所長 建設事務所長

住所 住所

氏名 氏名

都市計画法に基づく開発行為について、下記のとおり工事に着手したので届け出ます。 都市計画法に基づく開発行為について、下記のとおり工事に着手したので届け出ます。

記 記

許 可 年 月 日 年 月 日 第 号 許 可 年 月 日 年 月 日 第 号

開 発 区 域 の 名 称 開 発 区 域 の 名 称

工 事 着 手 年 月 日 年 月 日 工 事 着 手 年 月 日 年 月 日

工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

住 所 住 所

工 事 施 行 者 工 事 施 行 者

氏 名 電話 氏 名 電話

住 所 住 所

現 場 管 理 者 現 場 管 理 者

氏 名 電話 氏 名 電話

※ 受 付 及 び 処 理 欄 ※ 受 付 及 び 処 理 欄



- 10 -

（注）１．届出者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を （注）１．届出者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を

記載すること。 記載すること。

２．届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省

略することができる。

２．※印欄は記入しないこと。 ３．※印欄は記入しないこと。

３．主要な工事の工事工程表を添付すること。 ４．主要な工事の工事工程表を添付すること。

様式16 様式16

災 害 等 発 生 届 災 害 等 発 生 届

年 月 日 年 月 日

建設事務所長 建設事務所長

住所 住所

氏名 氏名

都市計画法に基づく開発行為について、下記の事項を届け出ます。 都市計画法に基づく開発行為について、下記の事項を届け出ます。

記 記

開 発 許 可 番 号 年 月 日 指令 第 号 開 発 許 可 番 号 年 月 日 指令 第 号

開発区域に含まれる 開発区域に含まれる

地 域 の 名 称 地 域 の 名 称

発 生 し た 事 項 発 生 し た 事 項

発 生 し た 位 置 発 生 し た 位 置

災 害 等 の 状 況 災 害 等 の 状 況

応急措置等の状況 応急措置等の状況

（注）１．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 （注）１．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
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２．届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省

略することができる。

２．現況図（発生位置表示）、現況写真及び状況を把握するのに必要な図書を添付すること。 ３．現況図（発生位置表示）、現況写真及び状況を把握するのに必要な図書を添付すること。

様式17 様式17

予 想 外 地 盤 報 告 書 予 想 外 地 盤 報 告 書

年 月 日 年 月 日

建設事務所長 建設事務所長

住所 住所

氏名 氏名

都市計画法に基づく開発行為について、下記の事項について報告します。 都市計画法に基づく開発行為について、下記の事項について報告します。

記 記

開 発 許 可 番 号 年 月 日 指令 第 号 開 発 許 可 番 号 年 月 日 指令 第 号

開発区域に含まれる 開発区域に含まれる

地 域 の 名 称 地 域 の 名 称

遭遇した地盤の位置 遭遇した地盤の位置

当初に想定した地盤の 当初に想定した地盤の

性 状 性 状

遭遇した地盤の性状等 遭遇した地盤の性状等

応 対 の 方 針 等 応 対 の 方 針 等

（注）１．報告者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 （注）１．報告者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２．報告者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省

略することができる。

２．現況図（遭遇位置表示）、造成計画平面図等状況を把握するのに必要な図書を添付すること。 ３．現況図（遭遇位置表示）、造成計画平面図等状況を把握するのに必要な図書を添付すること。

様式18 様式18
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既 存 の 権 利 の 届 出 書 既 存 の 権 利 の 届 出 書

都市計画法第34条第13号の規定により、既存の権利を届け出ます。 都市計画法第34条第13号の規定により、既存の権利を届け出ます。

建設事務所長 建設事務所長

年 月 日 年 月 日

住所 住所

届出者 届出者

氏名 氏名

所在地番 所在地番

届 出 し よ う と す る 土 地 届 出 し よ う と す る 土 地

地 目 地 積 ㎡ 地 目 地 積 ㎡

届 出 者 の 職 業 ( 法 人 に 届 出 者 の 職 業 ( 法 人 に
あってはその業務内容） あってはその業務内容）

市街化調整区域が指定され 市街化調整区域が指定され

た際、土地に関する権利を た際、土地に関する権利を

有していた目的 有していた目的

土地の利用に関する所有権 土地の利用に関する所有権

以外の権利を有する場合に 以外の権利を有する場合に

おいては、当該権利の種類 おいては、当該権利の種類

及び内容 及び内容

所 長 次 長 課 長 所 長 次 長 課 長

※収 受 印 ※収 受 印

（注）１．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 （注）１．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２．届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を

省略することができる。

２．※印欄は記載しないこと。 ３．※印欄は記載しないこと。

３．権利を証する書類(所有権及び地上権の場合は土地の登記事項証明書、貸借権の場合は当該契約書 ４．権利を証する書類(所有権及び地上権の場合は土地の登記事項証明書、貸借権の場合は当該契約書

添付）を添付すること。 添付）を添付すること。

４．農地は農地転用許可書の写を添付すること。 ５．農地は農地転用許可書の写を添付すること。

様式19 様式19

（表面） （表面）

開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書 開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書
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都市計画法第35条の２第１項の規定により、開発行為の変更の許可 ※手数料欄 都市計画法第35条の２第１項の規定により、開発行為の変更の許可 ※手数料欄

を申請します。 (裏面に貼付） を申請します。 (裏面に貼付）

建設事務所長 建設事務所長

※市町村収受欄 ※市町村収受欄

年 月 日 年 月 日

住 所 住 所

許可申請者 許可申請者

氏 名 氏 名

開 発 許 可 年 月 日 ・ 番 号 年 月 日 第 号 開 発 許 可 年 月 日 ・ 番 号 年 月 日 第 号

開発区域に含まれる地域の 開発区域に含まれる地域の

１． １．

変 名 称 変 名 称

２．開 発 区 域 の 地 目 ・ 面 積 地目 ㎡ ２．開 発 区 域 の 地 目 ・ 面 積 地目 ㎡

更 更

３．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡ ３．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡

行 行

４．工 事 施 行 者 の 住 所 氏 名 ４．工 事 施 行 者 の 住 所 氏 名

為 為

５．工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日 ５．工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

の の

６．工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日 ６．工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

概 概

自己の居住又は業務の用 自己の居住又は業務の用

７． 自己用（居住・業務） その他（ ） ７． 自己用（居住・業務） その他（ ）

要 に供するものか否かの別 要 に供するものか否かの別

８．そ の 他 必 要 な 事 項 ８．そ の 他 必 要 な 事 項

申請代理者 住所･氏名 申請代理者 住所 ･氏名

電 話 電 話

Tel Tel

（注）１．許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏 （注）１．許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏

名を記載すること。 名を記載すること。

２．許可申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印

を省略することができる。
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２．※印欄は記入しないこと。 ３．※印欄は記入しないこと。

３．｢その他必要な事項」欄には、開発行為を行うことについて、農地法、その他の法令による許可認 ４．｢その他必要な事項」欄には、開発行為を行うことについて、農地法、その他の法令による許可認

等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。

４．「変更前後対照表」を添付すること。 ５．「変更前後対照表」を添付すること。

５．工事の施行状況を記載した図書を添付すること。 ６．工事の施行状況を記載した図書を添付すること。

（裏面） (略) （裏面） (略)

様式19の2 様式19の2

開 発 行 為 変 更 協 議 書 開 発 行 為 変 更 協 議 書

都市計画法第35条の２第１項の規定により、開発行為の変更の協議 ※建設事務所収受欄 都市計画法第35条の２第１項の規定により、開発行為の変更の協議 ※建設事務所収受欄

をします。 をします。

建設事務所長 建設事務所長

年 月 日 年 月 日

住 所 住 所

協議者 協議者

氏 名 氏 名

開 発 行 為 許 可 年 月 日 ・ 番 号 年 月 日 第 号 開 発 行 為 許 可 年 月 日 ・ 番 号 年 月 日 第 号

開発区域に含まれる地域の 開発区域に含まれる地域の

１． １．

変 名 称 変 名 称

２．開 発 区 域 の 地 目 ・ 面 積 地目 ㎡ ２．開 発 区 域 の 地 目 ・ 面 積 地目 ㎡

更 更

３．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡ ３．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡

行 行

４．工 事 施 行 者 の 住 所 氏 名 ４．工 事 施 行 者 の 住 所 氏 名

為 為

５．工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日 ５．工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

の の

６．工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日 ６．工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

概 概

自己の居住又は業務の用 自己の居住又は業務の用

７． 自己用（居住・業務） その他（ ） ７． 自己用（居住・業務） その他（ ）

要 に供するものか否かの別 要 に供するものか否かの別
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８．そ の 他 必 要 な 事 項 ８．そ の 他 必 要 な 事 項

（注）１．協議者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の （注）１．協議者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の

氏名を記載すること。 氏名を記載すること。

２．協議者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、

押印を省略することができる。

２．※印欄は記入しないこと。 ３．※印欄は記入しないこと。

３．｢その他必要な事項」欄には、開発行為を行うことについて、農地法、その他の法令による許可 ４．｢その他必要な事項」欄には、開発行為を行うことについて、農地法、その他の法令による許可

認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。

４．「変更前後対照表」を添付すること。 ５．「変更前後対照表」を添付すること。

５．工事の施行状況を記載した図書を添付すること。 ６．工事の施行状況を記載した図書を添付すること。

様式20 (略) 様式20 (略)

様式21 様式21

開 発 行 為 変 更 届 出 書 開 発 行 為 変 更 届 出 書

年 月 日 年 月 日

建設事務所長 建設事務所長

住所 住所

届出者 届出者

氏名 氏名

都市計画法第35条の２第３項の規定に基づき、開発行為の変更について、下記により届け出ます。 都市計画法第35条の２第３項の規定に基づき、開発行為の変更について、下記により届け出ます。

記 記

許 可 年 月 日 ･ 番 号 年 月 日 第 号 許 可 年 月 日 ･ 番 号 年 月 日 第 号

開 発 区 域 に 含 ま れ る 開 発 区 域 に 含 ま れ る

１． １．

変 地 域 の 名 称 変 地 域 の 名 称

２．開発区域の地目 ･面積 地目 ㎡ ２．開発区域の地目 ･面積 地目 ㎡

更 更

３．予定建築物等の用途面積 用途 ㎡ ３．予定建築物等の用途面積 用途 ㎡

行 行

４．変 更 内 容 及 び 理 由 ４．変 更 内 容 及 び 理 由

為 為
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の の

概 概

要 要

（注） 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 （注）１．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２．届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省

略することができる。

様式22 様式22

工事完了届出書 工事完了届出書

年 月 日 年 月 日

建設事務所長 建設事務所長

住所 住所

届出者 届出者

氏名 氏名

都市計画法第36条第１項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号 年 月 日第 号） 都市計画法第36条第１項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号 年 月 日第 号）

が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記 記

１．工事完了年月日 年 月 日 １．工事完了年月日 年 月 日

２．工事を完了した開発区域 ２．工事を完了した開発区域

又は工区に含まれる地域の名称 又は工区に含まれる地域の名称

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号 ※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 検 査 年 月 日 年 月 日 ※ 検 査 年 月 日 年 月 日

※ 検 査 結 果 合 否 ※ 検 査 結 果 合 否

※ 検 査 済 証 番 号 年 月 日 第 号 ※ 検 査 済 証 番 号 年 月 日 第 号

※ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日 ※ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日

備考 １．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 備考 １．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２．届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を
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省略することができる。

２．※印のある欄は記載しないこと。 ３．※印のある欄は記載しないこと。

様式23 様式23

公共施設工事完了届出書 公共施設工事完了届出書

年 月 日 年 月 日

建設事務所長 建設事務所長

住所 住所

届出者 届出者

氏名 氏名

都市計画法第36条第１項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号 年 月 日第 号） 都市計画法第36条第１項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号 年 月 日第 号）

が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記 記

１．工事完了年月日 年 月 日 １．工事完了年月日 年 月 日

２．工事を完了した公共施設が存する開発区域 ２．工事を完了した公共施設が存する開発区域

又は工区に含まれる地域の名称 又は工区に含まれる地域の名称

３．工事を完了した公共施設 ３．工事を完了した公共施設

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号 ※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 検 査 年 月 日 年 月 日 ※ 検 査 年 月 日 年 月 日

※ 検 査 結 果 合 否 ※ 検 査 結 果 合 否

※ 検 査 済 証 番 号 年 月 日 第 号 ※ 検 査 済 証 番 号 年 月 日 第 号

※ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日 ※ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日

備考 １．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 備考 １．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２．届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を

省略することができる。

２．※印のある欄は記載しないこと。 ３．※印のある欄は記載しないこと。

様式24 様式24

工事完了公告前の建築等承認申請書 工事完了公告前の建築等承認申請書

年 月 日 年 月 日
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建設事務所長 建設事務所長

住所 住所

承認申請者 承認申請者

氏名 氏名

都市計画法第37条第１号の規定により開発行為に関する工事の完了公告前の建築等を承認されたく申請しま 都市計画法第37条第１号の規定により開発行為に関する工事の完了公告前の建築等を承認されたく申請しま

す。 す。

記 記

開発許可を受けた者の 開発許可を受けた者の

開 １． 開 １．

発 住 所 ･ 氏 名 発 住 所 ･ 氏 名

許 許

可 ２．許可年月日 ･ 番号 年 月 日 第 号 可 ２．許可年月日 ･ 番号 年 月 日 第 号

の の

概 開発区域に含まれる 概 開発区域に含まれる

要 ３． 要 ３．

地 域 の 名 称 地 域 の 名 称

建築等しようとする 建築等しようとする

１． １．

建 土地の所在及び面積 建 土地の所在及び面積

築 築

の ２．建築物等の構造、規模 の ２．建築物等の構造、規模

概 概

要 要

３．建 築 物 等 の 用 途 ３．建 築 物 等 の 用 途

申 申

請 請

の の

理 理

由 由

（注） 承認申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ （注）１．承認申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。 と。

２．承認申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印

を略することができる。

添付書類 添付書類

１．建物配置図 ２．建物立平面図 ３．現況図又は現況写真 １．建物配置図 ２．建物立平面図 ３．現況図又は現況写真

様式25 様式25

開発行為に関する工事の廃止届出書 開発行為に関する工事の廃止届出書
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年 月 日 年 月 日

建設事務所長 建設事務所長

住所 住所

届出者 届出者

氏名 氏名

都市計画法第38条の規定により、開発行為に関する工事を下記のとおり廃止しましたので届け出ます。 都市計画法第38条の規定により、開発行為に関する工事を下記のとおり廃止しましたので届け出ます。

記 記

１．開発許可年月日及び番号 年 月 日 第 号 １．開発許可年月日及び番号 年 月 日 第 号

開発行為に関する工事を 開発行為に関する工事を

２． 年 月 日 ２． 年 月 日

廃 止 し た 年 月 日 廃 止 し た 年 月 日

開発行為に関する工事の 開発行為に関する工事の

３． ３．

廃止にかかる地域の名称 廃止にかかる地域の名称

開発行為に関する工事の 開発行為に関する工事の

４． ㎡ ４． ㎡

廃止にかかる地域の面積 廃止にかかる地域の面積

（注）１．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 （注）１．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２．届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省

略することができる。

２．工事を廃止する理由書を添付すること。 ３．工事を廃止する理由書を添付すること。

３．廃止時における土地の状況を表した図書を添付すること。 ４．廃止時における土地の状況を表した図書を添付すること。

４．廃止に伴う措置状況を表した図書を添付すること。 ５．廃止に伴う措置状況を表した図書を添付すること。

様式26 様式26

費 用 負 担 の 協 議 申 請 書 費 用 負 担 の 協 議 申 請 書

年 月 日 年 月 日

福 島 県 知 事 福 島 県 知 事
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住所 住所

協議申請者 協議申請者

氏名 氏名

都市計画法第40条第３項の規定により、公共施設の用に供する土地の帰属に伴い、下記のとおり費用の負担 都市計画法第40条第３項の規定により、公共施設の用に供する土地の帰属に伴い、下記のとおり費用の負担

について協議を申し出ます。 について協議を申し出ます。

記 記

１．負 担 を 求 め よ う と す る 額 １．負 担 を 求 め よ う と す る 額

法第36条第3項の公告の日に 法第36条第3項の公告の日に

２．おける土地の所在 ､地番 ､ ２．おける土地の所在 ､地番 ､

地 目 及 び 面 積 地 目 及 び 面 積

費用負担を求めようとする土 費用負担を求めようとする土
３． ３．

地の取得に要すべき費用の額 地の取得に要すべき費用の額

４．同上の費用の額の積算基礎 ４．同上の費用の額の積算基礎

５．土 地 の 用 途 ５．土 地 の 用 途

① 工事完了公告時において、費用負担に係る土地を所有していた ① 工事完了公告時において、費用負担に係る土地を所有していた

６．添 付 図 書 ことを証する書類 ６．添 付 図 書 ことを証する書類

② 当額土地の位置及び区域を明示する図書 ② 当額土地の位置及び区域を明示する図書

（注）１．協議申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ （注）１．協議申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。 と。

２．協議申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印

を省略することができる。

２．この申出書は、法第36条第３項の規定による工事完了公告の日から３ヵ月以内に提出すること。 ３．この申出書は、法第36条第３項の規定による工事完了公告の日から３ヵ月以内に提出すること。

３．土地の用途は、政令第32条に掲げる区分により記入すること。 ４．土地の用途は、政令第32条に掲げる区分により記入すること。

様式27 様式27

建築物の特例許可申請書 建築物の特例許可申請書

都市計画法第41条第２項ただし書の規定により建築の許可を申請しま ※ 手数料欄 都市計画法第41条第２項ただし書の規定により建築の許可を申請しま ※ 手数料欄

す。 す。
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建設事務所長 建設事務所長

年 月 日 ※ 市町村収受欄 年 月 日 ※ 市町村収受欄

住 所 住 所

許可申請者 許可申請者

氏 名 氏 名

開 発 許 可 年 月 日 開 発 許 可 年 月 日

年 月 日 第 号 年 月 日 第 号

及 び 番 号 及 び 番 号

所在地番 所在地番
建築しようとする土地 建築しようとする土地

地 目 面 積 ㎡ 地 目 面 積 ㎡

建 築 物 の 用 途 建 築 物 の 用 途

敷地面積 建築面積 延 面 積 階 級 構 造 敷地面積 建築面積 延 面 積 階 級 構 造

建築しようとする建築物 ㎡ ㎡ ㎡ 建築しようとする建築物 ㎡ ㎡ ㎡

建 築 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日 建 築 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

（注）１．許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ （注）１．許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。 と。

２．許可申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印

を省略することができる。

２．※印欄は記載しないこと。 ３．※印欄は記載しないこと。

３．建築物の用途欄は「住宅」「工場」「事務所」「店舗」等具体的に記載すること。 ４．建築物の用途欄は「住宅」「工場」「事務所」「店舗」等具体的に記載すること。

４．この申請書には、付近見取図・現況図又は現況写真･建物配置図･建物立平面図を添付すること。 ５．この申請書には、付近見取図・現況図又は現況写真･建物配置図･建物立平面図を添付すること。

５．建築しなければならない理由書を添付すること。 ６．建築しなければならない理由書を添付すること。

様式28 様式28

予定建築物等以外の建築等許可申請書 予定建築物等以外の建築等許可申請書

都市計画法第42条第１項ただし書の規定により 建築物 の ※ 手数料欄 都市計画法第42条第１項ただし書の規定により 建築物 の ※ 手数料欄

特定工作物 特定工作物

新 築 新 築

改 築 の許可を申請します。 改 築 の許可を申請します。

用途の変更 用途の変更

新 設 ※ 市町村収受欄 新 設 ※ 市町村収受欄

建設事務所長 建設事務所長
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年 月 日 年 月 日

住 所 住 所

許可申請者 許可申請者

氏 名 氏 名

１．開 発 許 可 年 月 日 年 月 日 第 号 １．開 発 許 可 年 月 日 年 月 日 第 号

２．工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日 ２．工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日

３．許可申請に係る土地の所在 ３．許可申請に係る土地の所在

許 可 申 請 に 係 る 土 地 の 許 可 申 請 に 係 る 土 地 の
４． 地目 ㎡ ４． 地目 ㎡

地 目 、 面 積 地 目 、 面 積

５．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡ ５．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡

開 発 許 可 を 受 け た 際 の 開 発 許 可 を 受 け た 際 の
６． ６．

建 築 物 等 の 用 途 建 築 物 等 の 用 途

７．建 築 等 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日 ７．建 築 等 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

８．建 築 等 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日 ８．建 築 等 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

（注）１．許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ （注）１．許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。 と。

２．許可申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印

を省略することができる。

２．※印欄は記載しないこと。 ３．※印欄は記載しないこと。

３．「建築物等の用途」欄は「工場」「住宅」「事務所」「店舗」等具体的に記載すること。 ４．「建築物等の用途」欄は「工場」「住宅」「事務所」「店舗」等具体的に記載すること。

４．この申請書には、付近見取図・現況図又は現況写真･建物配置図･建物立平面図を添付すること。 ５．この申請書には、付近見取図・現況図又は現況写真･建物配置図･建物立平面図を添付すること。

５．建築等しなければならない理由書を添付すること。 ６．建築等しなければならない理由書を添付すること。

様式29 (略) 様式29 (略)

様式30 様式30

市街化調整区域における建築等申請書 市街化調整区域における建築等申請書



- 23 -

都市計画法第43条第１項の規定により 建築物 の ※ 手数料欄 都市計画法第43条第１項の規定により 建築物 の ※ 手数料欄

第一種特定工作物 第一種特定工作物

新 築 新 築

改 築 の許可を申請します。 改 築 の許可を申請します。

用途の変更 用途の変更

新 設 ※ 市町村収受欄 新 設 ※ 市町村収受欄

（許可権者名） （許可権者名）

年 月 日 年 月 日

住 所 住 所

許可申請者 許可申請者

氏 名 氏 名

１．許可申請に係る土地の所在 １．許可申請に係る土地の所在

許 可 申 請 に 係 る 土 地 の 許 可 申 請 に 係 る 土 地 の

２． 地目 ㎡ ２． 地目 ㎡

地 目 、 面 積 地 目 、 面 積

３．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡ ３．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡

用途変更をしようとする場合に 用途変更をしようとする場合に

４． ４．

は変更前の建築物の用途 は変更前の建築物の用途

５．建 築 等 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日 ５．建 築 等 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

６．建 築 等 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日 ６．建 築 等 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

令第36条(法第34条)の該当 令第36条(法第34条)の該当

７． ７．

号 お よ び 該 当 す る 理 由 号 お よ び 該 当 す る 理 由

８．そ の 他 必 要 な 事 項 ８．そ の 他 必 要 な 事 項

申請代理者 住所･氏名 申請代理者 住所 ･氏名

電 話 電 話

Tel Tel

（注）１．許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ （注）１．許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ
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と。 と。

２．許可申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印

を省略することができる。

２．※印欄は記載しないこと。 ３．※印欄は記載しないこと。

３．「その他必要な事項」の欄には建築物の新築、改築又は用途の変更又は第１種特定工作物の新設を ４．「その他必要な事項」の欄には建築物の新築、改築又は用途の変更又は第１種特定工作物の新設を

することについて他の法令による許可認可を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 することについて他の法令による許可認可を要する場合には、その手続の状況を記載すること。

様式30の2 様式30の2

市街化調整区域における建築等協議書 市街化調整区域における建築等協議書

都市計画法第43条第３項の規定により 建築物 の ※ 建設事務所収受欄 都市計画法第43条第３項の規定により 建築物 の ※ 建設事務所収受欄

第一種特定工作物 第一種特定工作物

新 築 新 築

改 築 の協議をします。 改 築 の協議をします。

用途の変更 用途の変更

新 設 新 設

建設事務所長 建設事務所長

年 月 日 年 月 日

住 所 住 所

協議者 協議者

氏 名 氏 名

１．協 議 に 係 る 土 地 の 所 在 １．協 議 に 係 る 土 地 の 所 在

協 議 に 係 る 土 地 の 協 議 に 係 る 土 地 の

２． 地目 ㎡ ２． 地目 ㎡

地 目 、 面 積 地 目 、 面 積

３．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡ ３．予定建築物等の用途、面積 用途 ㎡

用途変更をしようとする場合に 用途変更をしようとする場合に

４． ４．

は変更前の建築物の用途 は変更前の建築物の用途

５．建 築 等 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日 ５．建 築 等 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

６．建 築 等 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日 ６．建 築 等 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

令第36条(法第34条)の該当 令第36条(法第34条)の該当
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７． ７．

号 お よ び 該 当 す る 理 由 号 お よ び 該 当 す る 理 由

８．そ の 他 必 要 な 事 項 ８．そ の 他 必 要 な 事 項

（注）１．協議者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 （注）１．協議者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２．協議者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、

押印を省略することができる。

２．※印欄は記載しないこと。 ３．※印欄は記載しないこと。

３．「その他必要な事項」の欄には建築物の新築、改築又は用途の変更又は第１種特定工作物の新設 ４．「その他必要な事項」の欄には建築物の新築、改築又は用途の変更又は第１種特定工作物の新設

をすることについて他の法令による許可認可を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 をすることについて他の法令による許可認可を要する場合には、その手続の状況を記載すること。

様式31 様式31

地位の承継承認申請書 地位の承継承認申請書

都市計画法第45条の規定により、地位の承継承認を申請します。 ※ 手数料欄 都市計画法第45条の規定により、地位の承継承認を申請します。 ※ 手数料欄

建設事務所長 建設事務所長

年 月 日 年 月 日

※ 市町村収受欄 ※ 市町村収受欄

住 所 住 所

承認申請者 承認申請者

氏 名 氏 名

開発許可年月日及び番号 年 月 日 第 号 開発許可年月日及び番号 年 月 日 第 号

開 発 区 域 に 含 ま れ る 開 発 区 域 に 含 ま れ る

地 域 の 名 称 地 域 の 名 称

被 承 継 人 の 住 所 氏 名 被 承 継 人 の 住 所 氏 名

土地の所有権等を取得 土地の所有権等を取得

年 月 日 年 月 日

し た 年 月 日 し た 年 月 日

承 継 の 理 由 承 継 の 理 由
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工事施行者の住所氏名 工事施行者の住所氏名

（注）１．承認申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ （注）１．承認申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。 と。

２．承認申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印

を省略することができる。

２．※印欄は記載しないこと。 ３．※印欄は記載しないこと。

３．この申請書には土地の売買契約書等所有権その他工事施行に関する権限を承継したことを証する書 ４．この申請書には土地の売買契約書等所有権その他工事施行に関する権限を承継したことを証する書

類を添付すること。 類を添付すること。

４．開発区域が１ha以上の自己用及び自己用以外の場合は、承継しようとする者の資力、信用に関する ５．開発区域が１ha以上の自己用及び自己用以外の場合は、承継しようとする者の資力、信用に関する

調書を添付すること。 調書を添付すること。

様式32 (略) 様式32 (略)

様式33 様式33

開発行為又は建築等に関する証明書交付申請書 開発行為又は建築等に関する証明書交付申請書

年 月 日 年 月 日

建設事務所長 建設事務所長

住 所 住 所

交付申請者 交付申請者

氏 名 氏 名

建築基準法第６条第１項(同法第88条第１項又は第２項において準用する場合を含む。)又は第６条の 建築基準法第６条第１項(同法第88条第１項又は第２項において準用する場合を含む。)又は第６条の

２第１項（同法第88条第１項又は第２項の規定において準用する場合を含む。）の規定による確認を申 ２第１項（同法第88条第１項又は第２項の規定において準用する場合を含む。）の規定による確認を申

請したいので、次のことについて都市計画法の規定に適合している旨の証明書の交付を申請します。 請したいので、次のことについて都市計画法の規定に適合している旨の証明書の交付を申請します。

建 築 ( 建 設 ) 敷 地 の 建 築 ( 建 設 ) 敷 地 の

地目 地積 ㎡ 地目 地積 ㎡

所在･地番･地目･地積 所在･地番･地目･地積

□第29条 □第37条 □第41条 □第29条 □第37条 □第41条

該 当 条 文 都市計画法 該 当 条 文 都市計画法

□第42条 □第43条 □第53条 □第35条の２ □第42条 □第43条 □第53条 □第35条の２

□市街化区域 □市街化調整区域 □市街化区域 □市街化調整区域

区 域 区 分 □非線引都市計画区域 用途地域 区 域 区 分 □非線引都市計画区域 用途地域

□準都市計画区域 □区域外 □準都市計画区域 □区域外

開 発 許 可 等 の 年 月 日 第 号（ ） 開 発 許 可 等 の 年 月 日 第 号（ ）

年 月 日 第 号（ ） 年 月 日 第 号（ ）
年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 第 号（ ） 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 第 号（ ）

都市計画法第41条に 都市計画法第41条に
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よ る 制 限 の 内 容 よ る 制 限 の 内 容

開 発 行 為 有 無（ ㎡） 開 発 行 為 有 無（ ㎡）

用 途 敷 地 面 積 ㎡ 用 途 敷 地 面 積 ㎡

建 築 面 積 ㎡ 建 築 面 積 ㎡

建築(建設)計画の概要 工事の種別 建築(建設)計画の概要 工事の種別

(築造面積) (築造面積)

そ の 他 そ の 他

※上記の建築計画については、都市計画法の規定に適合することを証明します。 ※上記の建築計画については、都市計画法の規定に適合することを証明します。

年 月 日 年 月 日

証明者 証明者

（注）１．交付申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ （注）１．交付申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。 と。

２．交付申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印

を省略することができる。

２．建築確認申請書の写及び都市計画法の規定に適合していることを表す書類を添付すること。 ３．建築確認申請書の写及び都市計画法の規定に適合していることを表す書類を添付すること。

３．※印の欄は記載しないこと。 ４．※印の欄は記載しないこと。


